
[平成30年５月　様式４]

 個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

 評価書名

鹿児島市　新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種に関する事務　全項目評価書

評価書番号

鹿児島市は、新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務における
特定個人情報ファイルの取扱いにあたり、特定個人情報ファイルの取扱い
が個人のプライバシー等の権利利益に影響を及ぼしかねないことを認識し、
特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを軽減させるため
に適切な措置を講じ、もって個人のプライバシー等の権利利益の保護に取
り組んでいることを宣言する。

 評価実施機関名

特定個人情報保護評価書（全項目評価書）

 公表日

鹿児島市長

 個人情報保護委員会　承認日　【行政機関等のみ】

特記事項
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　（別添３）　変更箇所

Ⅵ　評価実施手続

Ⅴ　開示請求、問合せ

Ⅳ　その他のリスク対策

　（別添１） 事務の内容

項目一覧

Ⅰ　基本情報

　（別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策

2



 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

Ⅰ　基本情報
 １．特定個人情報ファイルを取り扱う事務

 ①事務の名称 新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種に関する事務

 ②事務の内容　※

令和２年（2020年）12月9日に「予防接種法及び検疫法の一部を改正する法律（令和２年法律第75号）」
が制定され、新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種が予防接種法（昭和23年法律第68号）に
基づく臨時接種に規定された。これに基づき、新型コロナウイルス感染症の発生及びまん延を予防する
ため、予防接種の実施に係る事務及び給付の支給に関する事務を行うものである。

１．対象者の登録
　保健・福祉系システム及びワクチン接種記録システム（VRS)へ予防接種対象者及び発行した接種券
の登録を行う。
２．接種券の発行
　予防接種の対象者に接種を促すために、個別で接種券を発行する。
３．接種情報の記録
　予防接種の実施後に接種記録等を登録、管理し、他市区町村及び都道府県へ接種記録の照会・提供
を行う。
４．予防接種健康被害
　予防接種が原因で、障害等を引き起こしたと認定された者に対し、医療費、医療手当、障害年金等を
支給する。
５．接種証明書の交付
　予防接種の実施後に、接種者からの申請に基づき、新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の交
付を行う。

 ①システムの名称 保健・福祉系システム

 ②システムの機能

１．実施状況の登録、修正、照会機能
接種券の発行、接種に関する記録の登録、修正、照会を行う。

２．関連情報照会機能
接種券発行対象者に必要な、住民基本台帳記録の参照を行う。

 ③対象人数 [ 30万人以上

 ２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム

 システム1

＜選択肢＞
1) 1,000人未満
3) 1万人以上10万人未満
5) 30万人以上

2) 1,000人以上1万人未満
4) 10万人以上30万人未満]

○

[ ○ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （

] 庁内連携システム

）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○ ] 既存住民基本台帳システム

 システム2

 ①システムの名称 共通基盤システム（団体内統合宛名システム等）

 ②システムの機能

１．団体内統合宛名管理機能
団体内統合宛名番号の付番を行い、団体内統合宛名番号と各システムの宛名番号とを紐付けて管理
する。その他、氏名・住所などの基本４情報を団体内統合宛名番号に紐付けて管理する。その他、中間
サーバーとのオンラインデータ連携、オフラインデータ連携の媒体作成を行う。

２．システム連携基盤
公開用データベースを介した各システム間との必要範囲データの受け渡し、及びデータ転送を行う。ま
た、金融機関、住所情報等の共通データ管理のほか、文字コード変換や外字作成といった文字管理な
どを行う。

３．統合運用基盤
監視対象となる共有基盤や各システムのネットワークやサーバ本体、ストレージ等のシステム監視、リ
ソース管理を行うほか、各システムのジョブの実行結果の管理などを行う。

４．セキュリティ基盤
利用者のＩＤやパスワードの管理・認証を行う認証機能により、シングルサインオン機能及びアカウント
の一元管理を行う。その他、認証ログやアクセスログ管理、パターンファイル配信、パッチ管理などを行
う。

５．インフラ基盤
複数のシステムで利用する共用ストレージを管理し、ストレージ内のデータのバックアップを行うほか、必
要に応じてリストアを行う。その他、各システムで作成された印刷イメージデータをもとに印刷などを行
う。
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] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○

 ③他のシステムとの接続

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

] 庁内連携システム

 システム3

 ①システムの名称 既存住民基本台帳システム（以下「既存住基システム」という。）

 ②システムの機能

１．住民票の記載
転入、出生、帰化、国籍取得、在留資格取得等により住民基本台帳に新たに住民を記録（住民票を作
成）する機能

２．住民票の修正
転居、世帯変更、婚姻、離婚等により住民票に記載されている事項に変更があったときに、記載を修正
する機能

３．住民票の消除
転出、死亡、帰化、国籍喪失等により住民基本台帳から住民に関する記録を消除する機能

４．住民票の照会
住民基本台帳から該当する住民に関する記録（住民票）を照会する機能

５．証明書・通知書の発行
住民票の写し、住民票記載事項証明書、転出証明書、住民票コード通知票等の各種帳票を発行する機
能

６．住基ネットとの連携
住民票の記載等に応じた住基ネットとの連携機能

７．戸籍システムへの連携
住民票の記載等に応じて、戸籍システムへ附票情報等を連携する機能

８．住民票関係情報の提供
情報提供ネットワークシステムを通じ法令に基づく住民票関係情報の提供機能

９．個人番号カード及び住民基本台帳カードの発行状況確認（ＣＳコネクタを経由して、住基ネットに接
続）
個人番号カード及び住民基本台帳カードの交付状況を確認する機能

１０．個別事項情報の管理
住民票個別事項項目となる、国民健康保険、国民年金、介護保険及び後期高齢者医療の資格情報、
児童手当の支給に関する情報、選挙人名簿への登録情報を管理する機能

○

[ ○ ] その他 （

コンビニ交付・リカバリシステム、国民健康保険システム、滞納整理支援シ
ステム、保健・福祉系システム、福祉総合情報システム、介護保険システ
ム、後期高齢者医療システム、就学援助システム、市営住宅管理システ
ム、中間サーバー、印鑑システム、選挙システム、畜犬管理システム

）

] 税務システム

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ○ ] 宛名システム等 [

[ ○ ] その他 （ 戸籍システム ）

] 税務システム

[ ○ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム
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] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム4

 ①システムの名称 中間サーバー

 ②システムの機能

１．符号管理機能
情報照会、情報提供に用いる個人の識別子である「符号」と、情報保有機関内で個人を特定するために
利用する「団体内統合宛名番号」とをひもづけ、その情報を保管・管理する機能。

２．情報照会機能
情報提供ネットワークシステムを介して、特定個人情報（連携対象）の情報照会および情報提供受領
（照会した情報の受領）を行う機能。

３．情報提供機能
情報提供ネットワークシステムを介して、情報照会要求の受領および当該特定個人情報（連携対象）の
提供を行う機能。

４．既存システム接続機能
中間サーバーと既存システム、統合宛名システム及び住民基本台帳システムとの間で情報照会内容、
情報提供内容、特定個人情報（連携対象）、符号取得のための情報等について連携するための機能。

５．情報提供等記録管理機能
特定個人情報（連携対象）の照会、または提供があった旨の情報提供等記録を生成し、管理する機能。

６．情報提供データベース管理機能
特定個人情報（連携対象）を副本として、保持・管理する機能。

７．データ送受信機能
中間サーバーと情報提供ネットワークシステム（インターフェイスシステム）との間で情報照会、情報提
供、符号取得のための情報等について連携するための機能。

８．セキュリティ管理機能
セキュリティを管理するための機能。

９．職員認証・権限管理機能
中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人情報
（連携対象）へのアクセス制御を行う機能。

１０．システム管理機能
バッチの状況管理、業務統計情報の集計、稼動状態の通知、保管期限切れ情報の削除を行う機能。

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ○ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （ ）

] 税務システム
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] 庁内連携システム

 システム5

 ①システムの名称 ワクチン接種記録システム（VRS）

 ②システムの機能

１．ワクチン接種記録システム(VRS)への接種対象者・接種券発行登録
２．接種記録の管理
３．転出/死亡時等のフラグ設定
４．他市区町村への接種記録の照会・提供
５．新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の交付に係る接種記録の照会
６．新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の電子申請受付・電子交付の実施

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

 ５．個人番号の利用　※

 法令上の根拠

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年5月31日法律第
27号）第9条第1項（利用範囲）別表第1の10項、第93の2項、第19条第6号(委託先への提供)、第16号
（新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務におけるワクチン接種記録システムを用いた情
報提供・照会のみ）

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第一の主務省令で定
める事務を定める命令第10条

 ６．情報提供ネットワークシステムによる情報連携 ※

 ①実施の有無 [ 実施する

 ３．特定個人情報ファイル名

新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務情報ファイル

 ４．特定個人情報ファイルを取り扱う理由

 ①事務実施上の必要性
新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種の対象者及び接種履歴を正確に把握し適正な管理を
行うため。

 ②実現が期待されるメリット 対象者の接種回数の確認に関して、転出入時における効率的な事務が可能となる。

]

＜選択肢＞
1) 実施する
2) 実施しない
3) 未定

 ８．他の評価実施機関

 ②法令上の根拠

【情報照会】
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年5月31日法律第
27号）第19条第8号（特定個人情報の提供の制限）及び別表第2の16の2項、17項、18項、19項、115の2
項
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第二の主務省令で定
める事務及び情報を定める命令第12条の2、第12条の3、第13条、第13条の2
【情報提供】
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年5月31日法律第
27号）第19条第8号（特定個人情報の提供の制限）及び別表第2の16の2項、16の3項、115の2項
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第二の主務省令で定
める事務及び情報を定める命令第12条の2

 ７．評価実施機関における担当部署

 ①部署 健康福祉局　保健部　感染症対策課

 ②所属長の役職名 感染症対策課長
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 （別添1） 事務の内容

（備考）

①…予防接種対象者を抽出するために必要な住民の情報を取得し、接種券等を送付
②…予防接種台帳より個人番号、宛名番号、自治体コード、接種券番号、氏名、生年月日、性別を登録
③…接種券等を受領した住民が、医療機関等の接種会場で予防接種
④…接種券上のＯＣＲライン又は二次元コードを専用端末で読込又は手入力することにより、ワクチン接種記録システム（ＶＲＳ）へ
　　　自治体コード、接種券番号、接種状況（実施／未実施）、接種回（１回目／２回目／３回目）、ワクチンメーカー、ロット番号を送信
⑤…ワクチン接種記録システム（ＶＲＳ）より接種記録を取込
⑥…接種記録の副本を登録
⑦…他市区町村及び都道府県からの照会に応じて、情報提供ネットワークシステムを介して接種記録を提供
　　　　（同様に他市区町村及び都道府県への接種記録の照会も可能）
⑧…他市区町村からの照会に応じて、ワクチン接種記録システム（ＶＲＳ）を介して接種記録を提供
　　　　（同様に他市区町村への接種記録の照会も可能）
⑨…予防接種証明書の電子交付アプリを利用した接種証明書の電子申請受付・電子交付
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[] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所）

 ③対象となる本人の範囲　※ 新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種の対象となる者

 その必要性 新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種履歴の管理保管等を適正に行うため

 ④記録される項目 [ 10項目以上50項目未満

[ ○

[ ○

[ ] 医療保険関係情報 [

）

3） 50項目以上100項目未満
1） 10項目未満

4） 100項目以上
2） 10項目以上50項目未満

＜選択肢＞

]

] 個人番号 ] その他識別情報（内部番号）

] 連絡先（電話番号等）

] その他住民票関係情報

] 国税関係情報

] 介護・高齢者福祉関係情報

] 障害者福祉関係情報

 ②対象となる本人の数 [ 10万人以上100万人未満

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種情報ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※ [ システム用ファイル

] 個人番号対応符号 [ ○

・連絡先等情報

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ [

[ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [

[ ○

・業務関係情報

[

[

 その妥当性

・個人番号：対象者を正確に特定するため
・その他識別情報（内部番号）：内部事務において個人を特定するため
・4情報：個人特定時の真正性確認のため
・健康・医療関係情報：新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種履歴を正確に管理するため。

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 令和3年4月12日

[ ○ ] その他 （

[

[

[ ] 雇用・労働関係情報 [

接種状況、接種回数、接種日、ワクチンメーカー、ロット番号、接種券発行日

] 災害関係情報

] 学校・教育関係情報

 ⑥事務担当部署 健康福祉局　保健部　感染症対策課

＜選択肢＞
1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

]

] 健康・医療関係情報] 地方税関係情報

] 年金関係情報

] 児童福祉・子育て関係情報

[
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 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○

[ ] 評価実施機関内の他部署

[ ○ ] その他 （ 既存住基システム ）

[ ○ ] 民間事業者 （ 株式会社エヌ・ティ・ティマーケティングアクト九州支店 ）

[ ○ ] 地方公共団体・地方独立行政法人

（

 ⑤本人への明示

・当市への転入者について接種者からの同意を得て入手する。
・接種者からの接種証明書の交付申請に合わせて本人から入手する。
・電子交付アプリにより電子申請を受付ける場合においては、利用規約を表示し、同意を得てから入手
する。

 ⑥使用目的　※
・当市への転入者について、転出元市区町村及び都道府県へ接種記録を照会するため。
・当市からの転出者について、転出先市区町村及び都道府県へ当市での接種記録を提供するため。

 変更の妥当性 -

 ③入手の時期・頻度

・転入時に転出元市区町村及び都道府県への接種記録の照会が必要になる都度
・転出先市区町村及び都道府県から接種記録の照会を受ける都度
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の交付のため、接種者から交付申請があった場合であっ
て接種記録の照会が必要になる都度

 ④入手に係る妥当性

・当市への転入者について、転出元市区町村及び都道府県へ接種記録を照会し、提供を受ける場合の
み入手する。　（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25
年5月31日法律第27号）第19条第16号）
・当市からの転出者について、転出先市区町村及び都道府県へ当市での接種記録を提供するために、
転出先市区町村及び都道府県から個人番号を入手する。（行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律（平成25年5月31日法律第27号）第19条第16号）
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の交付のため、接種者から交付申請があった場合のみ入
手する。

ワクチン接種記録システム（VRS）（新型コロナウイルス感染症予防接種証
明書電子交付機能を含む。）

] 情報提供ネットワークシステム

] 庁内連携システム

（ 他市区町村、都道府県 ）

[ ○

[

[

[ ] 電子メール [

] フラッシュメモリ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 ⑨使用開始日 令和3年4月12日

 ⑧使用方法　※

・当市への転入者について、転出元市区町村及び都道府県へ接種記録を照会するとともに、接種券の
発行のために特定個人情報を使用する。
・当市からの転出者について、転出先市区町村及び都道府県へ当市での接種記録を提供するために特
定個人情報を使用する。
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の交付の際、接種記録を照会するために特定個人情報を
使用する。

 情報の突合　※
　当市からの転出者について、当市での接種記録を転出先市区町村及び都道府県に提供するために、
転出先市区町村及び都道府県から個人番号を入手し、当市の接種記録と突合する。

 情報の統計分析
※

特定の個人を判別するような情報の統計や分析は行わない。

 権利利益に影響を
与え得る決定　※

 ②入手方法

[ ○ ] 紙 [

[ ○ ] その他 （

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

健康福祉局　保健部　感染症対策課

 使用者数 [ 10人以上50人未満

）

] 本人又は本人の代理人

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満
＜選択肢＞

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満
6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

]

・転入者の接種券の発行

）

[ ] 行政機関・独立行政法人等 （ ）
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[
] フラッシュメモ
リ

[

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する

 ①委託内容
新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務に関するワクチン接種記録システム（VRS))（新型
コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能を含む。）を用いた特定個人情報ファイルの管理
等

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの一部

5

 委託事項1
新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務に関するワクチン接種記録システム（VRS)（新型コ
ロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能を含む。）を用いた特定個人情報ファイルの管理

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]

]

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満

 ③委託先における取扱者数 [ 10人以上50人未満

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ [

LG-WAN回線を用いた提供（VRS本体）、本人からの電子交付アプリを用い
た提供（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能）

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

 対象となる本人の
範囲　※

予防接種法等関連法令に定められる予防接種の対象者

 その妥当性
ワクチン接種記録システム（VRS）（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能を含む。）
を用いた特定個人情報ファイルの適切な管理等のために取り扱う必要がある。

[ ○ ] その他 （

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

 委託事項2

 ①委託内容
回収した接種券のうち、接種回数、自治体コード、接種券番号の情報をＯＣＲ読み取り又はパンチ入力
し、データ化する業務を委託するもの。

 ⑧再委託の許諾方法

 ⑨再委託事項

 ⑤委託先名の確認方法 下記、「⑥委託者名」の項の記載より確認できる。

 ⑥委託先名 株式会社ミラボ

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託しない

再
委
託

予防接種のＯＣＲ読み取り等委託

2） 再委託しない1） 再委託する]

＜選択肢＞

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの一部

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]

]

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ [

[ ] その他 （

 対象となる本人の
範囲　※

予防接種法等関連法令に定められる予防接種の対象者

 その妥当性 対象者の接種回数、接種日の適切な管理等のために取り扱う必要がある。

 ③委託先における取扱者数 [ 10人以上50人未満

] フラッシュメモ
リ

[ ○

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満
＜選択肢＞

4） 100人以上500人未満
2） 10人以上50人未満

6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

]

] 紙

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[

]

（ ）　件

＜選択肢＞
2） 委託しない1） 委託する

2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満
＜選択肢＞

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満
6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

]

] 紙

] 専用線

）

] 専用線

）
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 委託事項3

 ①委託内容 既存住基システムの改修や保守等の業務を委託するもの。

 ⑨再委託事項

 ⑤委託先名の確認方法 下記、「⑥委託者名」の項の記載より確認できる。

 対象となる本人の
範囲　※

予防接種法等関連法令に定められる予防接種の対象者

 その妥当性 個人番号を含む個人のデータを適正に管理する必要があるため。

 ⑥委託先名 株式会社エヌ・ティ・ティマーケティングアクト九州支店

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

既存住基システム保守業務委託

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

]

]

 ⑤委託先名の確認方法 情報システム課へ問合せ

 ⑥委託先名 日本電気株式会社

再
委
託

共通基盤システム保守業務委託

 ③委託先における取扱者数 [ 10人未満

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの全体

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[
 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ○ [

[ ] その他

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの全体

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

 委託事項4

 ①委託内容 共通基盤システムの改修や保守等の業務を委託するもの。

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託する

 ⑧再委託の許諾方法

原則として再委託は行わないこととするが、再委託を行う場合は、委託先より事前に書面による再委託
申請を受け付け、委託先と再委託先が秘密保持に関する契約を締結していること等、再委託先におい
て、委託元自らが果たすべき安全管理措置と同等の措置が講じられていることを確認し、内部における
決裁を経た後に承認することとする。

 ⑨再委託事項 システムの運用保守等

 対象となる本人の
範囲　※

予防接種法等関連法令に定められる予防接種の対象者

 その妥当性 個人番号を含む個人のデータを適正に管理する必要があるため。

（

2） 再委託しない1） 再委託する
＜選択肢＞

]

＜選択肢＞
1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

4） 100人以上500人未満
2） 10人以上50人未満

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満

6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

＜選択肢＞

]

] 紙

] 専用線

）

] 2） 再委託しない1） 再委託する
＜選択肢＞

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

]

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]
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＜選択肢＞

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上
4） 100人以上500人未満
2） 10人以上50人未満

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ [

[ ○ ] その他 （

] 紙

] 専用線

）

 ③委託先における取扱者数 [ 10人未満 ]

 委託事項5

 ①委託内容 保健・福祉系システムの改修や保守等の業務を委託するもの。

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託する

 ⑧再委託の許諾方法

原則として再委託は行わないこととするが、再委託を行う場合は、委託先より事前に書面による再委託
申請を受け付け、委託先と再委託先が秘密保持に関する契約を締結していること等、再委託先におい
て、委託元自らが果たすべき安全管理措置と同等の措置が講じられていることを確認し、内部における
決裁を経た後に承認することとする。

 ⑨再委託事項 システムの運用保守等

 ⑤委託先名の確認方法 情報システム課へ問合せ

 ⑥委託先名 日本電気株式会社

再
委
託

保健・福祉系システム保守業務委託

2） 再委託しない1） 再委託する
＜選択肢＞

]

 対象となる本人の
範囲　※

予防接種法等関連法令に定められる予防接種の対象者

 その妥当性 個人番号を含む個人のデータを適正に管理する必要があるため。

 ③委託先における取扱者数 [ 10人未満

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの全体

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

]

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満
6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

 ⑧再委託の許諾方法

原則として再委託は行わないこととするが、再委託を行う場合は、委託先より事前に書面による再委託
申請を受け付け、委託先と再委託先が秘密保持に関する契約を締結していること等、再委託先におい
て、委託元自らが果たすべき安全管理措置と同等の措置が講じられていることを確認し、内部における
決裁を経た後に承認することとする。

 ⑨再委託事項 システムの運用保守等

 ⑤委託先名の確認方法 情報システム課へ問合せ

 ⑥委託先名 株式会社システム・エージ

再
委
託

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[
 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ○ [

[ ] その他 （

庁内に設置してあるシステムの端末を直接使用

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満
＜選択肢＞

]

）

] 紙

] 専用線

2） 再委託しない1） 再委託する
＜選択肢＞

][ 再委託する ⑦再委託の有無　※
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] 移転を行っている （ ） 件

[

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ○ ] 提供を行っている （ 2 ） 件 [

 ③提供する情報 市区町村コード及び転入者の個人番号

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

市区町村長

 ①法令上の根拠
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年5月31日法律第
27号）第19条第16号、別表第2の16の2項

 ②提供先における用途 新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務

[ ] フラッシュメモリ [

1） 1万人未満
＜選択肢＞

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

「２.基本情報　③対象者となる本人の範囲」と同じ

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 提供先1

 ②提供先における用途 新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務

 ③提供する情報 市区町村コード及び転入者の個人番号

[

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 当市への転入者について、転出元市区町村へ接種記録の照会を行う必要性が生じた都度

都道府県知事

 ①法令上の根拠
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年5月31日法律第
27号）第19条第16号、別表第2の16の3項

[ ○ ] その他 （ ワクチン接種記録システム（VRS) ）

] 紙

][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

] 電子メール [

）

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

「２.基本情報　③対象者となる本人の範囲」と同じ

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] その他 （

 ⑦時期・頻度 当市への転入者について、都道府県へ接種記録の照会を行う必要性が生じた都度

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥移転方法

[ ] 庁内連携システム [

[

 ②移転先における用途

 ③移転する情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 移転先1

 ①法令上の根拠

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑦時期・頻度

[ ] その他 （ ）

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

] 行っていない

[

]

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満

][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 提供先2
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 ７．備考

 ６．特定個人情報の保管・消去

 ①保管場所　※

＜鹿児島市における措置＞
入退室管理（※1）及び電子機器等の持込制限（※2）を行っているサーバ室に設置したサーバー等に保
管する。
また、サーバ等へのアクセスはＩＤとパスワードによる認証が必要となる。
バックアップ等を保存する外部媒体については、サーバ室内にある施錠ができる部屋に保管する。
※1　原則として、サーバ室内への入室権限を持つ者を限定し、入退室管理カードによりサーバ室に入
退室する者が権限を有することを確認する等の管理を行う。その他、入室権限を付与していない者が、
一時的にサーバ等の管理で入室する場合は、所属・氏名・用務等を記録させたうえで、入退室管理カー
ドを貸与し入退室を管理している。
※2　職員等がサーバ室内へ入退室する際、データの漏洩防止のために、電子記録媒体等の不要な機
器の持込みがないかを確認する。作業のためにサーバ室内へ電子記録媒体等を持ち込む場合は、事
前に情報システム管理者に申請書を提出し、承認を得ることとしている。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
中間サーバー･プラットフォームはデータセンターに設置しており、データセンターへの入館及びサーバ
室への入室を厳重に管理する。
特定個人情報は、サーバ室に設置された中間サーバのデータベース内に保存され、バックアップもデー
タベース上に保存される。

＜ワクチン接種記録システム（ＶＲＳ）における追加措置＞
ワクチン接種記録システム(VRS)は、特定個人情報の適切な取扱いに関するガイドライン、政府機関等
の情報セキュリティ対策のための統一基準群に準拠した開発・運用がされており、情報セキュリティの国
際規格を取得しているクラウドサービスを利用している。なお、以下のとおりのセキュリティ対策を講じて
いる。
　・論理的に区分された当市の領域にデータを保管する。
　・当該領域のデータは、暗号化処理をする。
　・個人番号が含まれる領域はインターネットからアクセスできないように制御している。
　・国、都道府県からは特定個人情報にアクセスできないように制御している。
　・日本国内にデータセンターが存在するクラウドサービスを利用している。
　（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能）
　　電子交付アプリ及び同アプリの利用端末には、申請情報を記録しないこととしている。

 ②保管期間

 期間 [ 定められていない 9） 20年以上
6） 5年
3） 2年

8） 10年以上20年未満
5） 4年
2） 1年

7） 6年以上10年未満
4） 3年
1） 1年未満

 その妥当性 接種券は５年間保存する。

 ③消去方法

＜鹿児島市における措置＞
鹿児島市情報セキュリティポリシーに基づき、情報を記録している電磁的記録媒体を廃棄する際、事前
に管理者の承認を得たうえで、情報を復元できない方法によりデータ消去を行い、廃棄する。また、行っ
た処理について、日時、担当者、処理内容を記録する。
鹿児島市特定個人情報取扱要領に基づき、紙媒体については、保存期間を経過したものについては、
すみやかに復元不可能な手段（裁断処理等）で廃棄を行い、その記録を保存する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、通常、中間サーバー・プラッ
トフォームの保守・運用を行う事業者が特定個人情報を消去することはない。
ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバ・プラットフォームの保守・運用を行う事業者におい
て、保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去する。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
・自機関の領域に保管されたデータのみ、ワクチン接種記録システム(VRS)を用いて消去することができ
る。
・自機関の領域に保管されたデータは、他機関から消去できない。
※クラウドサービスは、IaaSを利用し、クラウドサービス事業者からはデータにアクセスできないため、消
去することができない。

＜選択肢＞

10） 定められていない

]
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種
　1個人番号
　2宛名番号
　3自治体コード
　4接種券番号
　5氏名
　6フリガナ
　7生年月日
　8年齢
　9性別
10住所
11異動年月日
12異動事由
13支援措置の有無
14分類区分
15接種状況（実施/未実施）
16接種券発行日（１回目～５回目）
17接種回（１回目/２回目/３回目）
18接種日
19ワクチンメーカー
20接種場所
21医師名
22ロット番号
23副反応届の有無
24備考

25ワクチン種類（※）
26製品名（※）
27旅券関係情報（旧姓・別姓・別名、ローマ字氏名、国籍、旅券番号）（※）
28証明書ID（※）
29証明書発行年月日（※）

※　新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の交付に必要な場合のみ
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 必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

当市への転入者及び新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の発行希望者からの申請を受け付け
る場合は、書面に必要な情報のみを記載するよう説明及び確認を行う。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能）
個人番号カードや旅券の読み取りにより必要な情報を入手し、申請者の自由入力を避けることで、交付
申請者が不要な情報を送信してしまうリスクを防止する。

 その他の措置の内容 -

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年5月31日法律第
27号）の規定に基づき特定個人情報の照会を行う。また、業務目的外での利用を禁じる。

１．転入者本人からの個人番号の入手
当市の転入者について、転出元市区町村へ接種記録を照会するために、本人から個人番号を入手する
場合は、新接種券発行申請書兼接種記録確認同意書等により本人同意を取得し、さらに、行政手続に
おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年5月31日法律第27号）第16
条に基づき、本人確認書類を確認することで、対象者以外の情報の入手を防止する。
２．転出先市区町村からの個人番号の入手
当市からの転出者について、当市での接種記録を転出先市区町村へ提供するために、転出先市区町
村から個人番号を入手するが、その際は、転出先市区町村において、住民基本台帳等により照会対象
者の個人番号であることを確認した情報を、ワクチン接種記録システム(VRS)を通じて入手する。
３．転出元市区町村からの接種記録の入手
当市への転入者について、転出元市区町村から接種記録を入手するが、その際は、当市において住民
基本台帳等により照会対象者の個人番号であることを確認し、当該個人番号に対応する個人の接種記
録のみをワクチン接種記録システム（VRS）を通じて入手する。
４．新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の交付申請者からの個人番号の入手
接種者について、新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の交付のために個人番号を入手するの
は、接種者から接種証明書の交付申請があった場合のみとし、さらに、行政手続における特定の個人を
識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年5月31日法律第27号）第16条に基づき、本人確
認書類を確認することで、対象者以外の情報の入手を防止する。
　（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能）
交付申請には、個人番号カードのICチップ読み取り（券面事項入力補助AP）と暗証番号入力（券面事項
入力補助ＡＰの暗証番号）による二要素認証を必須とすることで、対象者以外の情報の入手を防止す
る。

 １．特定個人情報ファイル名

新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種情報ファイル

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

・申請を受け付ける場合は、個人番号カード等の本人確認書類に基づき、対面で本人確認を行う。
・委託医療機関、他自治体から入手する予防接種情報は、接種券に記載された個人情報に基づき、シ
ステムで突合し確認を行う。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能）
個人番号カードのICチップ読み取り（券面事項入力補助AP）と暗証番号入力（券面事項入力補助APの
暗証番号）による二要素認証で本人確認を行うため、本人からの情報のみが送信される。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

本人確認を行うとともに、提供される個人番号の正確性について申請書等とシステムに登録された情報
を確認して突合を行う。

 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

申請を受け付ける場合は、本人または正当な代理人であることを個人番号カード等の本人確認書類を
もって確認する。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
ワクチン接種記録システム(VRS)のデータベースは、市区町村ごとに論理的に区分されており、他市区
町村の領域からは、特定個人情報の入手ができないようにアクセス制御している。
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能）
　当該機能では、専用アプリからのみ交付申請を可能とする。アプリの改ざん防止措置を講じる
　ことで、意図しない不適切な方法で特定個人情報が送信されることを避ける。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]
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 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

本人確認を行うとともに、提供された特定個人情報の正確性について申請書等とシステムに登録された
情報を確認して突合を行う。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能）
・券面事項入力補助APを活用し、個人番号カード内の記憶領域に格納された個人番号を申請情報とし
て自動的に入力することにより、不正確な個人番号の入力を抑止する措置を講じている。
・券面事項入力補助APから取得する情報（４情報・マイナンバー）に付されている署名について、VRSに
おいて真正性の検証を行い、送信情報の真正性を確認する措置を講じている。

 その他の措置の内容 -

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

＜選択肢＞]

]

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における措置＞
・入手した特定個人情報については、限定された端末を利用して国から配布されたユーザIDを使用し、ログインした場合だけアクセスで
きるように制御している。

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

専用端末はＩＤ・パスワードにより管理され、権限を持たない者が特定個人情報ファイルを確認できない
ようにしている。また、専用端末にはセキュリティワイヤを設置し、持ち去りを予防している。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
入手する特定個人情報については、情報漏えいを防止するために、暗号化された通信回線を使用す
る。
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能）
電子交付アプリとVRSとの通信は暗号化を行うことにより、通信内容の秘匿及び盗聴防止の対応をして
いる。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である
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